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応札・応
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陸自宮古島（７）環境モニタリング
業務
陸上自衛隊宮古島駐屯地内、陸上自
衛隊保良訓練場内
R8.2.5～R10.3.31
コンサルタント（環境等）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月4日
（株）沖縄環境保全研究所
沖縄県うるま市字州崎７番地１
１

6360001007795
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

55,746,924 55,550,000 99.65%

石垣（７）環境モニタリング等業務
陸上自衛隊石垣駐屯地内
R8.2.20～R9.3.31
コンサルタント（環境等）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月19日
（株）沖縄環境保全研究所
沖縄県うるま市字州崎７番地１
１

6360001007795
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

170,017,635 169,928,000 99.95%

与那国（７）環境調査（その２）
陸上自衛隊与那国駐屯地内
R8.2.20～R8.9.30
コンサルタント（環境等）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月19日
日本工営（株）　沖縄支店
沖縄県那覇市壷川三丁目５番地
１

2010001016851
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

43,683,954 43,560,000 99.72%

沖縄訓練場（７）環境モニタリング
業務
陸上自衛隊沖縄訓練場内
R8.2.20～R10.3.31
コンサルタント（環境等）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月19日
日本工営（株）　沖縄支店
沖縄県那覇市壷川三丁目５番地
１

2010001016851
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

133,817,303 133,760,000 99.96%

北大東島（７）環境モニタリング業
務
北大東村内
R8.2.20～R10.4.30
コンサルタント（環境等）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月19日
（株）パスコ　沖縄支店
沖縄県那覇市久茂地2-14-1

5013201004656
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

240,187,106 239,250,000 99.61%

シュワブ（Ｒ７）ユーティリティ等
土木基本検討
＊＊＊＊＊
R8.2.27～R10.3.15
コンサルタント（土木）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月26日

パシフィックコンサルタンツ
（株）沖縄支社
沖縄県那覇市前島三丁目１番１
５号

8013401001509
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

168,756,381 168,300,000 99.73%

ハンセン(Ｒ７)統括事業監理業務
キャンプ・ハンセン地区
R8.2.27～R8.9.30
コンサルタント（建築・土木・電
気・通信・機械）

支出負担行為担当官
沖縄防衛局長　村井　勝
沖縄県中頭郡嘉手納町嘉手納290-14

令和8年2月26日

パシフィックコンサルタンツ
（株）沖縄支社
沖縄県那覇市前島三丁目１番１
５号

8013401001509
技術的適正等において最適なものであった
ため。（根拠法令：会計法第２９条の３第
４項）

203,505,252 201,621,200 99.07%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公益法人の場合

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月1日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間及び種別
契約担当官等の氏名並びにその所属する部

局の名称及び所在地
契約を締結した日 契約の相手方の商号又は名称及び住所 法人番号

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び
理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役員
の数

様式第２


